
事  務  連  絡 

令和２年３月 18 日 

 各住宅宿泊管理業者 各位 

関東地方整備局 建政部 建設産業第二課  

新型コロナウイルスに関連した肺炎患者の発生に係る追加協力依頼について 

日頃から国土交通行政の推進に格別の御協力を賜り、お礼申し上げます。 

 国内における新たな患者発生を予防するなどの必要があるため、住宅宿泊事業者との管理受託

契約をしている住宅宿泊管理業者におかれましては、先般の協力依頼と併せて下記について御対

応いただきますようお願いします。 

記 

１．厚生労働省の通知【別紙１】の内容を参照し、同様の対応を取ること。 

 ※ただし、【参考資料】について、住宅宿泊事業法の届出住宅においては、旅館業法第５条の

ような宿泊をさせる義務は規定されていない。 

２．住宅宿泊事業者にも同様の通知【別紙２】がされているため、その内容について適切に住宅

宿泊事業者との情報共有を図ること。 

３．再委託を行っている場合、再委託先にもこの通知の内容について周知をすること。 

４．3月10日に新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策（第2弾）が決定され、経済産業省

の支援パンフレットが整理されましたので、【別紙３ パンフレット抜粋】及び下記（参考）

の経済産業省ホームページをご参照の上、必要に応じてご検討、ご活用下さい。 

（参考） 

  ○経済産業省ホームページ 

  （新型コロナウイルス感染症関連） 

https://www.meti.go.jp/covid-19/

   ○関東地方整備局ホームページ 

  （新型コロナウイルスに関連した肺炎患者の発生に係る事務連絡） 

   https://www.ktr.mlit.go.jp/kensan/index00000021.html 

【住宅宿泊管理業に関すること】 

関東地方整備局 建政部 建設産業第二課 

ＴＥＬ ０４８－６０１－３１５１（内線６６５５） 



 

事 務 連 絡 
令和２年３月 11 日 

 
 

都 道 府 県 

各 保健所設置市  衛生主管部局 御中  

特  別  区 

 

 

厚生労働省医薬・生活衛生局生活衛生課 

  

 

旅館等の宿泊施設における新型コロナウイルス感染症への対応について 

 

 標記について、令和２年２月５日付け健感発 0205 第１号・薬生衛発 0205 第１号厚

生労働省健康局結核感染症課長及び医薬・生活衛生局生活衛生課長通知（以下「通知」

という。）によりご対応いただいているところであるが、今般の諸外国での感染者の

発生状況等に鑑み、新型コロナウイルス感染症の流行地域等について下記のとおり変

更することとしたので、御了知の上、関係者への周知を図るとともに、その実施に遺

漏なきを期されたい。 

 引き続き、感染症対策担当部局と連携し、宿泊施設に必要な情報が提供されるよう

努められたい。 

 なお、令和２年３月７日付けの当課事務連絡は廃止する。 

 

記 

  

 １ 通知の「１ 営業者が日頃留意すべき事項」の⑹中「中華人民共和国湖北省」

を「WHO の公表内容から新型コロナウイルス感染症の流行が確認されている地域

※」とする。 

  ※WHO の公表内容から新型コロナウイルス感染症の流行が確認されている地域（令和２年３月 11 日現在） 

  中華人民共和国（湖北省、浙江省）、大韓民国（大邱広域市、慶尚北道清道郡、慶山市、安東市、永川市、漆

谷郡、義城郡、星州郡、軍威郡）、イラン・イスラム共和国（コム州、テヘラン州、ギーラーン州、アルボル

ズ州、イスファハン州、ガズヴィーン州、ゴレスタン州、セムナーン州、マーザンダラン州、                  

マルキャズィ州、ロレスタン州）、イタリア共和国（ヴェネト州、エミリア＝ロマーニャ州、ピエモンテ州、

マルケ州、ロンバルディア州）、サンマリノ共和国 

 ２ 通知の「２ 新型コロナウイルスへの感染が疑われる宿泊者が発生した場合」 

の⑴中「かつ、中華人民共和国湖北省」を「又は、WHO の公表内容から新型コ 

ロナウイルス感染症の流行が確認されている地域」とする。 

別紙１



 

事 務 連 絡 
令和２年３月 16 日 

 
都道府県 

各 保健所設置市 住宅宿泊事業主管部局 御中 

特 別 区   

観光庁観光産業課長  
 
 
住宅宿泊事業法の届出住宅における新型コロナウイルス感染症への対応について 

 
 
 旅館等の宿泊施設における新型コロナウイルス感染症の対応については、厚生労働

省から、都道府県、保健所設置市及び特別区の衛生主管部（局）長宛に「旅館等の宿

泊施設における新型コロナウイルス感染症への対応について（通知）」（令和２年２月

５日付け健感発０２０５第１号・薬生衛発０２０５第１号、厚生労働省健康局結核感

染症課長及び医薬・生活衛生局生活衛生課長通知）が通知されましたが、今般の諸外

国での感染者の発生状況等に鑑み、その一部を変更する事務連絡が厚生労働省より通

知されているところです。 

住宅宿泊事業法の届出住宅における新型コロナウイルス感染症への対応について

も、当該事務連絡の内容と同様の対応を取ることが望ましい（※）と考えるため、貴

管内の住宅宿泊事業者に対し、当該事務連絡の内容を周知いただきますようお願い申

し上げます。 
 
※ただし、住宅宿泊事業法の届出住宅については、旅館業法第５条のような宿泊を 

させる義務は規定されていない。 
 

 
 
 
 

別紙２
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経営相談窓口の開設
大
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業

中
堅
企
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・
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者

1月29日（水）より中小企業関連団体、支援機関、政府系金融
機関等1,050拠点に「新型コロナウイルスに関する経営相談窓口」を
設置し、経営相談に対応。

どんな内容の相談ができるの？
例えば以下の様なご相談をいただいております。

①観光バス事業を展開。2月からの予約が全てキャンセル。従業員へ
の給与支払い等資金繰りに不安がある。
→資金繰りに関し、日本政策金融公庫の貸付制度や信用保証協
会の保証制度をご案内するとともに、各窓口をご案内。従業員給
与関連では、雇用調整助成金の特例をご案内。

②インバウンド向け免税店を展開。新型コロナウイルス感染症の影響
で中国、韓国等からの利用客が激減。
→今後の経営の相談先として、よろず支援拠点をご紹介。

上記はあくまで一例です。
まずは一度、経営相談窓口までご連絡ください。

【お問合せ先】新型コロナウイルスに関する経営相談窓口
平日のご相談

土日のご相談

※経済産業省ＨＰ特設ページ内の「新型コロナウイルスに関する
経営相談窓口一覧」または右のQRコードよりご確認いただけます。

※土曜日・日曜日も相談を受け付けております。開設している窓口
を、以下URLもしくは右のQRコードよりご確認ください。
https://www.meti.go.jp/press/2019/02/2020022801
0/20200228010.html

別紙３
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資金繰り 支援内容一覧

【資金繰り支援全般に関するお問合せ先】
 中小企業金融相談窓口 03ｰ3501ｰ1544
※平日・休日9時00分～17時00分
 金融庁相談ダイヤル 0120ｰ156811（フリーダイヤル）
※平日10時00分～17時00分 ※IP電話からは03ｰ5251ｰ6813におかけください。
 個別支援策のお問合せ先 各ページ末尾の【お問合せ先】までご連絡ください。

信用保証制度、融資制度の両面から、事業者の皆様の資金繰りを支援します。
と記載のあるものは、3月10日公表の緊急対応策第2弾で追加された事業です。

SN保証4号・5号
一般保証とは別枠(2.8億円)で保証。4号は全
国47都道府県を対象地域に100％保証、5号
は影響を受けている業種を対象に80％保証。

危機関連保証
セーフティネット保証とは、さらに別枠(2.8億円)
で、全国・全業種※を対象に100％保証。
※保証対象業種に限る。

信用保証

4号：100％保証（全都道府県）
5号：80％保証（指定業種）
別枠（2.8億円）は共有

危機関連保証：100％保証（全国・全業種）

融資

SN貸付
基準金利

NEW

NEW

NEW 特別利子補給制度
特別貸付を利用した事業者を
対象に利子補給

また、小規模事業者※であれば、
マル経融資

を活用し、別枠で最大1,000
万円まで、金利を▲0.9％引き
下げることが可能。
※商工会・商工会議所の経営指導を受けることが条件

NEW

金利引下げなし金利▲0.9引下げ実質無利子融資

特別貸付
金利当初3年▲0.9％引下げ
NEW

【対象要件】
個人事業主（小規模）：要件なし
小規模（法人）：売上高▲15％減
中小企業：売上高▲20％減

（再）特別貸付
金利当初3年▲0.9％引下げ

【対象要件】
売上高▲5％以上減少
※個人事業主（事業性のあるフリーランスを含み、
小規模に限る）については、柔軟に対応

【対象要件】
売上高▲5％以上減少
※個人事業主（事業性のあるフリーランスを含み、
小規模に限る）については、柔軟に対応

【対象要件】
売上高等の要件はなし

融資による支援では、大きく分けて3段階の支援を実施。

※商工中金による危機対応業務の内容は、詳細が固まり次第公表予定。

※保証枠とは、制度上の保証限度額のことです。

一般保証枠（2.8億円） SN保証枠（2.8億円） 危機関連保証枠（2.8億円）

別紙３
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セーフティネット保証４号・５号。
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セーフティネット保証とは？
経営の安定に支障が生じている中小企業者を、一般保証（最大2.8
億円）とは別枠の保証の対象とする資金繰り支援制度。
○セーフティネット保証4号
幅広い業種で影響が生じている地域について、一般枠とは別枠
（最大2.8億円）で借入債務の100％を保証。
※売上高が前年同月比▲20％以上減少等の場合

○セーフティネット保証5号
特に重大な影響が生じている業種について、一般枠とは別枠（最
大2.8億円、４号と同枠）で借入債務の80％を保証。
※売上高が前年同月比▲5％以上減少等の場合

※ご利用手続の流れ（４号・５号）
①対象となる中小企業者の方は、本店等(個人事業主の方は主たる
事業所)所在地の市区町村に認定申請を行います。
②希望の金融機関又は最寄りの信用保証協会に認定書を持参し、
保証付き融資を申し込みます（事前相談も可）。
※ご利用には、別途、金融機関、信用保証協会による審査があります。
※保証制度の詳細については、お近くの信用保証協会までお問合わせください。

【お問合せ先】最寄りの信用保証協会
※経済産業省ＨＰ特設ページ内の「最寄りの信用保証協会」
または右のQRコードよりご確認いただけます。

※4号の対象地域及び５号の対象業種は？
 SN４号：3月2日に全都道府県を対象に指定しました。
 SN５号：3月6日に緊急的に40業種を追加指定したのに続き、

3月13日にも316業種を追加指定。これにより、508業種が対
象となります。なお、指定業種は経済産業省・中企庁HPより、ご
確認ください。

※3月13日から、業歴3ヶ月以上1年1ヶ月未満の事業者等については認
定基準の運用を緩和

土曜日・日曜日の連絡先については、3ページ「土日のご相談」を御確認ください。

別紙３
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セーフティネット貸付の要件緩和大
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セーフティネット貸付とは？
社会的、経済的環境の変化などの外的要因により、一時的に売上
の減少など業況悪化を来しているが、中期的には、その業績が回復
し、かつ発展することが見込まれる中小企業者の経営基盤の強化を
支援する融資制度。

【資金の使いみち】 運転資金、設備資金
【融資限度額】 中小事業 7.2億円、国民事業4,800万円
【貸付期間】 設備資金15年以内、運転資金8年以内
【据置期間】 3年以内
【金利】 基準金利：中小事業1.11%、国民事業1.91％
※令和2年3月2日時点、貸付期間・担保の有無等により変動

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた特例措置
2月14日（金）より、セーフティネット貸付の要件を緩和し、
「売上高が5％以上減少」といった数値要件にかかわらず、今後の
影響が見込まれる事業者も含めて融資対象に。
詳しくは日本政策金融公庫または沖縄県で事業を行っている方は
沖縄振興開発金融公庫まで。

【お問合せ先】
平日のご相談

土日・祝日のご相談
日本政策金融公庫：0120-112476（国民生活事業）

：0120-327790（中小企業事業）
沖縄振興開発金融公庫：098-941-1795

日本政策金融公庫 事業資金相談ダイヤル：0120-154-505
沖縄振興開発金融公庫
融資第二部中小企業融資第一班：098-941-1785

別紙３
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【融資対象】新型コロナウイルス感染症の影響を受けて一時的な業況悪化を来
たし、次のいずれかに該当する方
①最近1ヶ月の売上高が前年又は前々年の同期と比較して5％以上
減少した方

②業歴3ヶ月以上1年1ヶ月未満の場合等は、最近1ヶ月の売上高が、
次のいずれかと比較して5％以上減少している方
a 過去3ヶ月（最近1ヶ月を含む。）の平均売上高
b 令和元年12月の売上高
c 令和元年10月～12月の売上高平均額

※個人事業主（事業性のあるフリーランスを含み、小規模に限る）は、影響に対する定性的な説明でも柔軟に対応。

【資金の使いみち】運転資金、設備資金 【担保】無担保
【貸付期間】設備20年以内、運転15年以内（うち据置5年以内）
【融資限度額（別枠）】中小事業3億円、国民事業6,000万円
【金利】当初3年間 基準金利▲0.9％、4年目以降基準金利

中小事業1.11％→0.21％、国民事業1.36％→0.46％
（利下げ限度額：中小事業1億円、国民事業3000万円）
※令和2年3月2日時点、信用力や担保の有無にかかわらず利率は一律

日本政策金融公庫等が、新型コロナウイルス感染症による影響を受け
業況が悪化した事業者（事業性のあるフリーランスを含む）に対し、融
資枠別枠の制度を創設。信用力や担保に依らず一律金利とし、融資
後の3年間まで0.9％の金利引き下げを実施。

※新型コロナウイルス感染症特別貸付及び特別利子補給制度
を併用することで実質的な無利子化を実現

日本政策金融公庫 事業資金相談ダイヤル：0120-154-505
沖縄振興開発金融公庫 融資第二部中小企業融資第一班：098-941-1785

※令和2年1月29日以降に「新型コロナウイルスに関する経営相談窓口」等経由
で借入を行った場合も、要件に合致する場合は遡及適用が可能です。

無利子・無担保融資

新型コロナウイルス感染症特別貸付

【お問合せ先】

土日・祝日のご相談

平日のご相談

日本政策金融公庫：0120-112476（国民生活事業）、0120-327790（中小企業事業）
沖縄振興開発金融公庫：098-941-1795

別紙３
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【お問合せ先】
中小企業金融相談窓口 03ｰ3501ｰ1544
※平日・休日9時00分～17時00分

特別利子補給制度

日本政策金融公庫等の「新型コロナウイルス感染症特別貸付」によ
り貸付を行った中小企業者等のうち、特に影響の大きい事業性のあ
るフリーランスを含む個人事業主、また売上高が急減した事業者など
に対して、利子補給を行うことで資金繰り支援を実施。

【適用対象】
「新型コロナウイルス感染症特別貸付」により借入を行った中小企業
者のうち、以下の要件を満たす方
①個人事業主（事業性のあるフリーランス含み、小規模に限る）：要件なし
②小規模事業者（法人事業者） ：売上高▲15％減少
③中小企業者（上記➀➁を除く事業者）：売上高▲20％減少

※小規模要件
・製造業、建設業、運輸業、その他業種は従業員20名以下
・卸売業、小売業、サービス業は従業員5名以下

【利子補給】
・期間：借入後当初3年間
・補給対象上限：中小事業1億円、国民事業3,000万円

※令和２年1月29日以降に、日本政策金融公庫等の「新型コロナ
ウイルスに関する経営相談窓口」等経由で借入を行った方について、
上記適用要件を満たす場合には本制度の遡及適用が可能です。

※利子補給の申請方法等、具体的な手続きについては、詳細が
固まり次第中企庁HP等で公表予定です。

別紙３
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マル経融資の金利引き下げ
（新型コロナウイルス対策マル経）
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【お問合せ先】
日本政策金融公庫（沖縄振興開発金融公庫）の本支店
または、お近くの商工会・商工会議所

【ご利用いただける方】
最近１か月の売上高が前年または前々年の同期と比較して5%以
上減少している小規模事業者の方
【資金の使いみち】
運転資金、設備資金
【融資限度額】
別枠1,000万円
【金利】
経営改善利率1.21%（令和2年3月10日時点）より当初3年間、
▲0.9%引下げ

マル経融資とは？
小規模事業者経営改善資金融資（通称：マル経）は、商工会
議所・商工会・都道府県商工会連合会の経営指導員による経営
指導を受けた小規模事業者に対して、日本政策金融公庫が無担
保・無保証人で融資を行う制度。

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた特例措置
新型コロナウイルス感染症の影響により売上が減少した小規模事業
者の資金繰りを支援するため、別枠1,000万円の範囲内で当初3
年間、通常の貸付金利から▲0.9%引下げする。加えて、据置期
間を運転資金で3年以内、設備資金で4年以内に延長する。

※経済産業省ＨＰ特設ページ内の「新型コロナウイルスに関する
経営相談窓口一覧」または右のQRコードよりご確認いただけます。
土曜日・日曜日の連絡先については、3ページ「土日のご相談」を御確認ください。

別紙３



【お問合せ先】最寄りの信用保証協会
※経済産業省ＨＰ特設ページ内の「最寄りの信用保証協会」
または右のQRコードよりご確認いただけます。

危機関連保証

全国の中小企業・小規模事業者の資金繰りが逼迫していることを踏
まえ、全国・全業種※の事業者を対象に「危機関連保証」（100％
保証）として、売上高が前年同月比▲15％以上減少する中小企
業・小規模事業者に対して、更なる別枠（2.8億円）を措置。
※保証対象業種に限る。詳しくは最寄りの信用保証協会にご相談ください。
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更なる金融支援
（危機対応業務/危機関連保証）
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危機対応業務

商工中金及び日本政策投資銀行を通じて、大企業・中堅企業・
中小企業への資金繰り支援を実施。
【制度概要】※商工中金による危機対応業務の内容は、詳細が
固まり次第公表予定。

4号：100％保証（全都道府県）
5号：80％保証（指定業種）
別枠（2.8億円）は共有

危機関連保証：
100％保証（全国・全業種）

【イメージ図】

これにより、SN保証枠と併せて、最大5.6億円の信用保証枠を確保

※保証枠とは、制度上の保証限度額のことです。

【お問合せ先】
中小企業金融相談窓口 03ｰ3501ｰ1544
※平日・休日9時00分～17時00分

一般保証枠（2.8億円） SN保証枠（2.8億円） 危機関連保証枠（2.8億円）

土曜日・日曜日の連絡先については、3ページ「土日のご相談」を御確認ください。

別紙３
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雇用調整助成金の特例措置大
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雇用調整助成金とは？
経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、
労働者に対して一時的に休業、教育訓練又は出向を行い、労働
者の雇用維持を図った場合に、休業手当、賃金等の一部を助成
するものです。

助成内容
【助成率】大企業1/2、中小企業2/3
【支給限度日数】1年間で100日（3年間で150日）

【お問合せ先】最寄りの都道府県労働局
※経済産業省ＨＰ特設ページ内の「雇用調整助成金に関する主な
お問い合わせ先一覧」または右のQRコードよりご確認いただけます。

詳細は、 厚生労働省 雇用調整助成金 で検索

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた特例措置①
※休業等の初日が令和2年1月24日から7月23日までの場合に適用します。

【特例の対象となる事業者】
新型コロナウイルス感染症の影響を受ける事業主
※日本人観光客の減少の影響を受ける観光関連産業や、部品の調達・供給
等の停滞の影響を受ける製造業なども幅広く特例措置の対象となります。

【特例措置の内容】
①休業等計画届の事後提出が令和2年5月31日まで可能。
②生産指標（売上高等10%減）の確認対象期間を3か月から

1か月に短縮。
③雇用指標（最近3か月の平均値）が対前年比で増加している
場合も対象。

④事業所設置後、1年未満の事業主も対象。

別紙３
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雇用調整助成金の特例措置
（自治体が緊急事態宣言を発出して活動の自粛を要請している地域）
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更に、自治体の長が一定期間の緊急事態宣言を発出して活動の自
粛を要請している地域（現時点では北海道のみ）の事業主に対して
は、特例的に、生産指標が低下したものとみなし、また正規・非正規を
問わず対象とした上で、助成率を引上げます。

助成内容
【助成率】大企業2/3、中小企業4/5
【支給限度日数】1年間で100日（3年間で150日）

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた特例措置②
※休業等の初日が令和2年1月24日から7月23日までの場合に適用します。

【特例の対象となる事業者】
緊急事態宣言を発出して活動自粛を要請している地域に所在する
事業主
【特例措置の内容】
①休業等計画届の事後提出が令和2年5月31日まで可能。
②生産指標要件（売上高等10%減）は満たしたものとして扱う。
③雇用指標（最近3か月の平均値）が対前年比で増加している
場合も対象。
④事業所設置後、1年未満の事業主も対象。
⑤助成率を大企業2/3、中小企業4/5に引上げ。
⑥非正規も含めた雇用者に対する休業手当が対象。
※下線部分が緊急事態宣言を発出して活動自粛を要請している地域のみで拡充される内容。

詳細は、 厚生労働省 雇用調整助成金 で検索

【お問合せ先】最寄りの都道府県労働局
※経済産業省ＨＰ特設ページ内の「雇用調整助成金に関する主な
お問い合わせ先一覧」または右のQRコードよりご確認いただけます。

別紙３



 

健感発０２０５第１号 
薬生衛発０２０５第１号 
令 和 ２ 年 ２ 月 ５ 日 

 
都 道 府 県 

各 保健所設置市  衛生主管部（局）長 殿  

特  別  区 

 

 

厚 生 労 働 省 健 康 局 結 核 感 染 症 課 長 

厚生労働省医薬・生活衛生局生活衛生課長 

（  公   印   省   略  ） 

  
 

旅館等の宿泊施設における新型コロナウイルス感染症への対応について 
 
 新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス

（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を

有することが新たに報告されたものに限る。）であるものに限る。以下単に「新型コロ

ナウイルス感染症」という。）については、海外における新型コロナウイルス感染症の

発生状況等に鑑み、令和２年１月 28 日に「新型コロナウイルス感染症を指定感染症

として定める等の政令」（令和２年政令第 11 号）が公布され、令和２年１月 31 日に

公布された「新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令の一部を

改正する政令」（令和２年政令第 22 号）により、令和２年２月１日から施行されたと

ころである。 
今般、旅館等の宿泊施設における新型コロナウイルス感染症への対応についての留

意事項を下記のとおりまとめたので、御了知の上、関係者への周知を図るとともに、

その実施に遺漏なきを期されたい。また、宿泊施設に対し、保健所による感染経路の

状況把握等に対応するために宿泊者名簿を備え付けるよう、改めて指導願いたい。 
さらに、衛生部局及び保健所においても宿泊施設に十分な情報の提供に努められた

い。 
 

記 
 
１ 営業者が日頃留意すべき事項 
⑴ 保健所等の関係機関と十分連携し、新型コロナウイルス感染症に関する情報

収集に努めるとともに、緊急の場合に宿泊者等が受診するための医療機関を把

握しておくこと。 
⑵ 感染経路の把握に必要な場合があるため、旅館業法（昭和 23 年法律第 138

号）第６条に基づく宿泊者名簿への正確な記載を励行し、宿泊者の状況把握に

努めること。 
⑶ 宿泊者に対し、新型コロナウイルス感染症に関する情報提供を行うととも
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に、発熱など体調に異変が生じた場合は必ず宿泊施設側に申し出るよう伝える

こと。 
宿泊者から申し出があった場合、当該宿泊者が下記２⑴に該当しない場合は、

マスクを着用するなどし、事前に医療機関へ連絡した上で受診するよう勧めるこ

と。 
⑷ 宿泊者から体温計の貸出を求められた際は衛生的管理に留意の上で貸与する

など、宿泊者の健康管理に積極的に協力すること。 
⑸ 日頃から、従業員の健康管理、施設の環境衛生管理の徹底を図ること。 
⑹ 中華人民共和国湖北省に滞在していたことのみを理由として宿泊を拒むこと

はできないこと。 
 
２ 新型コロナウイルスへの感染が疑われる宿泊者が発生した場合 
⑴ 宿泊者から、発熱など体調に異変が生じており、かつ、中華人民共和国湖北

省から帰国・入国した又はこれらの者と接触した旨の申し出があった場合は、

宿泊者の同意を得た上で、速やかに保健所（帰国者・接触者相談センター）へ

連絡し、その指示に従うこと。 
⑵ 感染が疑われる宿泊者に対し、感染拡大の予防の必要性を十分説明の上、レ 

ストラン等の利用を控え、他の宿泊者と接触しないよう個室での待機を依頼す

ること。同室者がいれば他室への移動と待機を依頼すること。 

また、飛沫の飛散を防止するため、感染が疑われる宿泊者及び同室していた者

には、マスク着用を求めること。 
⑶ 感染が疑われる宿泊者に対応する従業員の数を極力制限し、原則として、部

門長などの責任者が対応すること。感染が疑われる宿泊者に接触する場合は、

マスク及び使い捨て手袋を着用し、感染が疑われる宿泊者から離れた場合は、

手洗い及びうがいを確実に行うこと。使用後のマスク及び手袋はビニール袋で

密閉し、焼却する等適正な方法で廃棄すること。 
⑷ 保健所から求めがあった場合は、保健所が行う、宿泊者名簿による当該宿泊

者の宿泊期間中における接触者の状況等の調査に協力すること。 
⑸ 施設の消毒は、保健所の指示に従って実施することが望ましいが、緊急を要

し、自ら行う場合には、感染が疑われる宿泊者が利用した区域（客室、レスト

ラン、エレベータ、廊下等）のうち手指が頻回に接触する箇所（ドアノブ、ス

イッチ類、手すり、洗面、便座、流水レバー等）を中心に、「感染症法に基づく

消毒・滅菌の手引き」（厚生労働省健康局結核感染症課）、「MERS 感染予防のため

の暫定的ガイダンス（2015 年６月 25 日版）」（一般社団法人日本環境感染学会）

を参考に実施すること。 
また、シーツ等のリネン類の洗濯に当たっては、医療リネンに準じて扱い、

「病院、診療所等の業務委託について」（平成５年２月 15 日付け指第 14 号厚生

省健康政策局指導課長通知）を参考に実施すること。 
 

３ 感染が疑われる宿泊者に接触対応した場合等の従業員の対策 
  従業員から、本人又は家族に新型コロナウイルスへの感染が疑われる症状の

申し出があった場合や、感染が疑われる宿泊者に接触した可能性があり発熱な
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ど体調に異変が生じた旨の申し出があった場合、使用者は、保健所（帰国者・

接触者相談センター）に連絡させ、その指示に従わせること。 
 
 

（参考情報） 

 

○内閣官房新型インフルエンザ等対策室ホームページ 

（新型コロナウイルス感染症の対応について） 

http://www.cas.go.jp/jp/influenza/novel_coronavirus.html 

 

○厚生労働省ホームページ 

（中華人民共和国湖北省武漢市における新型コロナウイルス関連肺炎の発生について） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000164708_00001.html 

 

○厚生労働省検疫所ホームページ 

（海外感染症発生情報） 

https://www.forth.go.jp/topics/fragment1.html 

 

○医療機能情報提供制度（医療情報ネット）について 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/teikyouseido/ind

ex.html 

 

○「外国人患者を受け入れる医療機関の情報を取りまとめたリスト」について 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_05774.html 

 

○「感染症法に基づく消毒・滅菌の手引き」（厚生労働省健康局結核感染症課） 

https://www.mhlw.go.jp/content/000548441.pdf#search=%27%E6%84%9F%E6%9F%93%E7%97%87%E

6%B3%95%E3%81%AB%E5%9F%BA%E3%81%A5%E3%81%8F%E6%B6%88%E6%AF%92%E3%83%BB%E6%BB%85%E8%8

F%8C%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95%E3%81%8D+%E5%B9%B3%E6%88%9030%E5%B9%B4%27 

 

○「MERS 感染予防のための暫定的ガイダンス（2015 年６月 25 日版）」（一般社団法人日本環境感

染学会） 

http://www.kankyokansen.org/modules/iinkai/index.php?content_id=11 

 

○「病院、診療所等の業務委託について」（平成５年２月 15日付け指第 14号厚生省健康政策局

指導課長通知） 

https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00ta6374&dataType=1&pageNo=1 
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